


























































































  　 大正 9（1920）年、昭和 5（1930）年、昭和 15（1940）年、昭和 25（1950）年調査では出
生地が、昭和 35（1960）年調査では 1年前の常住地が、昭和 45（1970）年と昭和 55（1980）
年調査では前住地が、また平成 2（1990）年、平成 12（2000）年、平成 22（2010）年調査
では 5年前の常住地が調査されている。なお、1940 年調査では出生地とともに本籍地も調
べられている。








































































及び「1～ 5年未満」と回答した者にのみ第 9欄で 5年前の居住地の回答を求め、「出
生時から」及び 5年以上居住と回答した者には第 9欄に記入することなく調査事
項第 10 欄以降に回答するよう誘導している。このように、調査票の設計上、第 9





であるのに対し居住期間表では 173,898 と 1 万人ほど居住期間の数値の方が大き
い。
こうした両計数の乖離には次のような事情が関係しているように思われる。
その理由の一つとして、ここで参照期間としている 2010 年 10 月から 2015 年 9
月までの間に生じた移動者に、現住所地から他の住所地へ転居した後に再度元の
住所地へ立ち戻るといういわばブーメラン的な移動者の存在が考えられる。第 8































































平均 20.02 14.44 20.68
中央値 （メジアン） 18.37 10.67 17.41
標準偏差 5.716 12.446 14.685
分散 32.670 154.914 215.638
最小 12.88 0 0
最大 30.15 91.51 92.95
境域数 8 605 1028
まずスコアの最大値と最小値を地域階層別に見ると、流動性 0、すなわち域内
に常住する者で過去 5年間に一人も居住地を変更しなかった地域が丁目 ･字はも
 6）　境域シェープファイルで KEY_CODEに9 桁のコ ドー番号が付与されている地域に該当する。
















の値からも分かるように、移動流動性スコアは丁目・字 → 町 → 区と地域の統合
の程度が上がるに従ってその散布度は次第に小さくなっている。これは域内での

















































































持ち家 -0.9782 -0.6631 -0.6665
借家 0.9749 0.5980 0.6193
給与住宅 0.9011 0.4126 0.3556
建て方
一戸建 -0.9773 -0.6729 -0.6751
共同住宅 0.9765 0.6802 0.6675
3 階建て以上 0.8884 0.5140 0.4604
?
?
AB 農林漁業 -0.8117 -0.4808 -0.2815
D 建設業 -0.6079 -0.1830 -0.1331
E 製造業 -0.9493 -0.1743 -0.2373
F 電気・ガス・熱供給・水道業 0.3638 0.1036 0.0910
G 情報通信業 0.9612 0.2794 0.2860
H 運輸業，郵便業 -0.1956 0.0412 -0.0870
I 卸売業，小売業 0.8265 0.1782 -0.0681
J 金融業，保険業 0.9417 0.1806 0.2423
K 不動産業，物品賃貸業 0.9712 0.1110 0.2182
L 学術研究，専門・技術サービス業 0.9070 0.2062 0.1725
M 宿泊業，飲食サービス業 0.9504 0.1949 0.1435
N 生活関連サービス業，娯楽業 0.6802 0.0887 -0.0692
O 教育，学習支援業 0.6774 0.2616 0.2221
P 医療，福祉 0.6365 0.2606 0.2332
Q 複合サービス事業 -0.8456 -0.1645 -0.1471
R サービス業（他に分類されないもの） 0.6452 0.0312 -0.0732
S 公務（他に分類されるものを除く） 0.8476 0.3368 0.2889
年齢階級
   0-9 歳 0.3680 0.2487 0.3562
10-19 歳 -0.1822 -0.0259 -0.0433
20-29 歳 0.8088 0.2859 0.4134
30-39 歳 0.7468 0.3206 0.5226
40-49 歳 0.8947 0.1388 0.1247
50-59 歳 -0.5927 -0.3201 -0.3142
60-69 歳 -0.9394 -0.4494 -0.4535
























共同住宅 0.9765 持ち家 -0.9782
借家 0.9749 一戸建 -0.9773
給与住宅 0.9011
3 階建て以上 0.8884
年齢 40-49 歳 0.8947 60-69 歳 -0.9394
産業
Ｋ　不動産業，物品賃貸業 0.9712 Ｅ　製造業 -0.9493






















































共同住宅 0.6802 一戸建 -0.6729




* 30-39 歳 0.3206 60-69 歳 -0.4494
* 20-29 歳 0.2859 * 50-59 歳 -0.3201




ものを除く） 0.3368 * AB農林漁業 -0.4808
Ｇ　情報通信業 0.2794 * Ｄ　建設業 -0.1830
* Ｏ　教育，学習支援業 0.2616 Ｅ　製造業 -0.1743

























共同住宅 0.6675 一戸建 -0.6751




30-39 歳 0.5226 60-69 歳 -0.4535
20-29 歳 0.4134 50-59 歳 -0.3142




のを除く） 0.2889 AB農林漁業 -0.2815
Ｇ　情報通信業 0.2860 Ｅ　製造業 -0.2373
Ｊ　金融業，保険業 0.2423 Ｑ　複合サービス事業 -0.1471
Ｐ　医療，福祉 0.2332 Ｄ　建設業 -0.1331






























これによれば、最も移動率が高いのが 20 歳代であり、30 歳代と 10 歳未満層が
それに続いている。その一方で 60 歳以上と 50 歳代では上記の諸階層と比べて移
表６　新潟県内での市区町村間移動状況　（2012-2016年計）
0-9 歳 10-19 歳 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60 歳以上
移動数 21,011 10,050 61,126 45,122 16,779 8,659 14,651
人口 915,975 1,087,881 1,105,821 1,400,778 1,491,228 1,498,280 4,236,652





























 8）　 ちなみに東京 60 キロ圏内について同じく住民基本台帳人口移動報告の参考表データを用
いて年齢階級別移動率を算出したところ、最も移動率が高かったのが 20 歳代（33.7％）
と 30 歳代（28.3％）で、次いで 40 歳代（11.5％）、10 歳未満（8.4％）などとなっており、
逆に 10 歳代（4.4％）、50 歳代（5.5％）の移動率は相対的に低位であった。東京圏と新潟
県内とでは移動率のレベルそのものには大きな差が見られるものの、年齢階級間に見ら






































図 3は、町レベルの 605 の地域単位を、移動流動性スコアと人口密度との点相
関図としてプロットしたものである。







































丁目（東区）、学校町通一番町、川岸町 1丁目、神動寺 2丁目、入船町 5丁目（中
央区）、小新 5丁目、大学南 1丁目、小新大通 2丁目（西区）、さつき野 4丁目（秋




























レベルの 8に対して、町、丁目 ･字では 605、1,028 と地域単位数が大きいことから、
無相関という帰無仮説が棄却された変数の数は、区レベルが 17（表 3）であるの
に対して町では 26（表 4）、さらに丁目 ･字の場合には 28（表 5）を数えている。
このうち区レベルで検出された諸変数は全て町及び丁目 ･字レベルでも確認され
ている。また町と丁目 ･字とでは、町で検出されていた卸売業 ･小売業が丁目 ･
字で検出されていない点を唯一の例外として、他は全て町レベルでの検出結果が













































 9）　 人口集中地区（DID）とは、国勢調査の基本単位区等で人口密度が 4,000 ／㎢を超える地
域が境域的に連続し、人口 5,000 人以上からなる地域をいう。
－ 36 －
森
については多くの変数が利用可能である。また、それぞれの地域において展開さ
れる経済活動面での地域特性については、経済センサスの小地域データも利用で
きる。さらに、これらセンサス型の公的統計に加え、行政が保有する情報の中に
はアドレスマッチング等のデータ処理を施すことで活用可能となる情報も少なか
らず存在する。こういった情報源を異にするデータを小地域という境域をキーに
相互にデータ統合することで地域の移動流動性との関連を考察することができる
であろう。これについては今後の課題としたい。
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